
【１　総括】

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 （2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成19年4月1日現在の合計人数です。

      ３　給与費は、平成19年度普通会計決算の合計額です。（事業費支弁人件費を含む。）

 (3) 特記事項

１　南丹市は、平成18年1月1日に新設合併したため、算出可能なものだけを公表しています。

２　厳しい財政状況を勘案し、緊急措置として議会議員、市長等特別職及び一般職の給与の削減措置を行っています。

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

人件費率

Ｂ／Ａ

南丹市の給与・定員管理等について

住民基本台帳人口

（20年3月31日現在）

歳出額

Ａ

区　　分

　　　　　千円人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円

19年度

実質収支

人件費

　Ｂ

区　　分

421

　　　　　　％

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

19年度

人

　　　　　　　　　　　　　％

35,085 24,272,806 430,987 3,280,084 13.5 13.8

千円

1,473,614

　　市議会議員

　管理職手当額の40％減

　報酬月額の10％減 平成19年1月1日から当面の間

平成20年4月1日から当面の間

区　　分

千円

6,032

　　　　　千円

　　一般職のうち管理職員等

千円千円

5,393

削減期間削減内容

589,272207,613

千円

2,270,499

平成20年4月1日から当面の間

（参考）

平成18年度の人件費率

（参考）類似団体（Ⅰ－１）

平均一人当たり給与費

職員数　Ａ

一人当たり給与費

B/A

　　副市長、参与及び教育長 　給料月額の6％減 平成20年4月1日から当面の間

　　市長 　給料月額の10％減

(H15)

100.7

(H15)

98.6

(H20)

88.1

(H20)

95.2

(H20)

98.3

85

90

95

100

105

南丹市 類似団体（Ⅰ－１）平均 全国市平均

南丹市

のH15

データは

ありませ

ん。
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【２　職員の平均給与月額、初任給等の状況】

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　③教育職（小・中学校・幼稚園教育職）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

 （2) 職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 （3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

223,900

227,700

305,267

299,333

333,613

264,020

288,686

経験年数20年以上

～25年未満

幼稚園教育職

短　大　卒

250,776

238,000

幼稚園教育職

高　校　卒

高　校　卒

経験年数10年以上

～15年未満

258,089

大　学　卒

短　大　卒

172,200

140,100

140,100

大　学　卒

高　校　卒

172,200

299,653

458,568

348,403

284,864

―

     　 ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、通勤手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を　　　　　 

技能労務職

京 都 府

類 似 団 体 （ Ⅰ － １ ）

43.9

　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」とは、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれて

43.8

　　　　　合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　　　　　　　　 

383,369

―

南 丹 市

国

平 均 年 齢

類 似 団 体 （ Ⅰ － １ ） 43.3

（注）１　「平均給料月額」とは、平成20年4月1日現在における各職種毎の職員の基本給の平均です。

330,192

44.5京 都 府

区　　分

199,700 ―

　　　　　いないことから、　比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

170,200

140,100144,500

南 丹 市 40.1

高　校　卒

経験年数15年以上

～20年未満

大　学　卒

技能労務職

区　　　　分

一般行政職

―142,300

区　　　　　分

178,800

一般行政職

国南　丹　市 京　都　府

42.7

41.1

平均年齢

282,670

342,411

平均給料月額

平均給与月額

（国ベース）

323,527

296,000232,666

平均給与月額

（国ベース）

平均給与月額

――大　学　卒 ―

266,767

329,780

238,877 273,846

459,268

356,762374,819

　　　３　国や類似団体データは、平成21年3月1日に総務省から提供された数値を記載しています。

420,079

387,506     ―

区　　分 平均給与月額平均給料月額

303,003

362,268

325,113
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【３　一般行政職の級別職員数等の状況】

  (1) 一般行政職の級別職員数の状況（２０年４月１日現在）

（注）１　南丹市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

      ３　一般行政職には、税務、保育所、幼稚園、技能労務職等を含みません。

  

主事

６　　級

区　　分

７　　級 3.4%10人

構成比

0人 0.0%

23.2%

14.8%

43.8%

69人

35人 11.8%

44人

3.0%

３　　級

２　　級

130人

１　　級 9人主事、主事補

主査、主任、係長

次長、福祉事務所長

４　　級 課長補佐

５　　級

標準的な職務内容 職員数

部長、支所長、会計管理者、議会事務局長、教育次長

課長、主幹

５年前のデー

タはありませ

ん。

１級

１級

6.2%

１級

3.0% ２級

２級

23.5%

２級

23.2%

３級

３級

41.9%

３級

43.8%

４級

４級

13.7%

４級

14.8%

５級

５級

12.4%

５級

11.8%

６級

６級

0.7%

６級

0.0%

７級

8級

1.0％

7級

8.0％

７級

2.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成20年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

 ５年前のデータは

ありません。
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 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

　

【４　職員の手当の状況】

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（19年度支給割合） （19年度支給割合） （19年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分 月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(　　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

 (2) 退職手当（２０年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職加算2～30％ その他の加算措置 定年前早期退職加算2～20％

（退職時特別昇給　） なし

１人当たり平均支給額　　　　 千円

33.50

59.28

　（支給率）　　　　　　　　　自己都合　       　　　　勧奨・定年

（注）１　退職手当は、加入しています京都府市町村退職手当組合の規定に基づきます。

11,696

30.55

59.28

47.50

23.50

1.60

47.50 59.28

23.50

59.2859.28

千円

30.55

41.34

1,369 1,955

33.5041.34

18,914

59.28

　　　２　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

１人当たり平均支給額（19年度決算）

京　　　都　　　府南　　　　丹　　　　　市 国

―

１人当たり平均支給額（19年度決算）

南　　丹　　市

3.001.50

職制上の段階、職務の級等による加算措

置

管理職加算10％、20％

役職加算　5％～20％

国

3.00 1.503.00

0.75

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　5％～15％

　（支給率）　　　　　　　　自己都合      　　　　　　    勧奨・定年

1.60 (　0.75

職制上の段階、職務の級等による加算

措置

管理職加算10％～25％

役職加算　5％～20％

0.75

1.50

1.60

　勤務状況について評価を行い、昇給に反映させています。
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 (3) 地域手当（２０年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

　　南丹市は、地域手当支給対象地域に該当しません。

  (4) 特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

保健衛生業務に従事する職員

感染症の発生予防又は

まん延防止のため消毒

等の作業

　職員全体に占める手当支給職員の割合（1９年度）

手当の名称 主な支給対象職員

　支給職員１人当たり平均支給年額（1９年度決算）

支給実績（18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度）

支給対象地域

支給実績（19年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

支給実績（18年度）

汚物処理作業手当

保健衛生及び農林水産業関係業

務に従事する職員

伝染病防疫等作業手当

194

支給対象職員数 国の制度（支給率）

79,725

支給率

　支給実績（1９年度決算）

１件当たり　500円

7,181

左記職員に対する支給単価

4.9

主な支給対象業務

　手当の種類（手当数）

79,681

192

犬、ねこ、野生動物等の

死体収集作業及び汚物

等の処理作業

１件当たり1,000円

2種類

158

5



 (6) その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

円

円

【５　特別職の報酬等の状況（２０年４月１日現在）】

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） 　（支給時期）

　792,000円×任期1年につき530/100 任期毎に支給

　676,800円×任期1年につき315/100 任期毎に支給

　601,600円×任期1年につき270/100 任期毎に支給

　554,600円×在職年数 退職時に支給

    (注)1　報酬及び給料の（　　）内は、減額措置を行う前の金額である。

教 育 長 6,497,280円

副 議 長

副 市 長

副 市 長

参 与

           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

2,218,400円

(640,000) 760,000 419,000

(880,000)

給

料

市 長

副 市 長

参 与

議 長

教 育 長

12,866住 居 手 当

（参考）類似団体における最高／最低額

―

　　―

同

国の制度

との異同

手　当　名

国の制度と

異なる内容

16,790,400円

61,877―

内容及び支給単価

千円

千円

180,000

8,527,680円

249,000

通 勤 手 当

給 料 月 額 等

国は

定額制

―

異

522,000

議 員

市 長 　　（20年度支給割合）

(415,000)

扶 養 手 当

報

酬

3.35

　　（20年度支給割合）

期

末

手

当

(380,000)

(470,000)

259,000

20,693

　　―

769,000

376,236

940,000

管理又は監督の地位にある職員に対し

職務の特殊性に基づき支給する。給与

月額の18/100以内。

副 議 長

議 員

601,600

退

職

手

当

同

片道2㎞以上の通勤者に対し通勤距離

に応じ月額2,000円から24,500円

千円 214,107

支給職員１人当たり

平均支給年額

（19年度決算）

79,357

230,000

200,000

598,000

342,000

423,000

373,500

465,000

1　配偶者　13,000円

2　扶養親族　6,500円

3　満16歳から満22歳までの子の加算

1人5,000円

　　（すべて月額）

1 月額12,000円を超える家賃支払い者

に対し家賃月額により最高27,000円

2　1以外の持ち家者　新築5年まで　月

額2,500円

区　　　分

管 理 職 手 当

    (注)2　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

3.35

議 長

市 長

31,346

支給実績

（19年度決算）

201,031

792,000

（条例上の額）削減措置後

676,800

554,600 (590,000)

(720,000)

千円同
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【６　職員数の状況】

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。（教育長は含みません。）

　　　２　[     ]　内は、条例定数の合計です。

0

0

5 組織再編（H19.8.1）に伴う増

0

＜参考＞

人口1,000人当たりの職員数　　　11.77　人

（類似団体の人口1,000人当たりの職員数 9.86人）

▲ 1

＜参考＞

人口1,000人当たりの職員数　　9.72　　人

（類似団体の人口1,000人当たりの職員数　7.51人）

▲ 1

▲ 7 組織再編（H19.8.1）に伴う減

11

▲ 1

対前年

増減数

合　　計

0

4444

72

▲ 7

▲ 5

[     472      ］ [   0  ］

▲ 1

9

＜参考＞

人口1,000人当たりの職員数　　12.88　人

▲ 1

▲ 3

▲ 13

▲ 7

452

39

[     482      ］

会

計

等

部

門

公

営

企

業

79

小　計

▲ 897

特

別

行

政

部

門

農林水産

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

97

27

衛　　　生

105

26

普

通

会

計

部

門

教　　　育

計

消　　　防

4

342

一

般

行

政

部

門

16

土　　　木

総　　　務

23

その他

議　　　会

計

民　　　生

税　　　務

商　　　工

水道・簡水

小　計 44

10下水道

22

18

72

組織再編（H19.8.1）に伴う減

108

25

21

465

▲ 8

13 12

9

421 413

341

79

0

32

組織再編（H19.8.1）に伴う減

組織再編（H19.8.1）に伴う増

平成19年 平成20年

（各年４月１日現在）

4

職 員 数

主な増減理由
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 (2) 年齢別職員構成の状況（２０年４月1日現在）

　

男

女

 (3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１９年４月１日～平成２４年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）南丹市定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

20 19 0 198

254

0 0 9 16 40 29 17 30 18

36 40 13 043 26 27 350 1 5 28

人 人 人

39歳

人

0 1 14

人 人

～ ～

23歳

6055 44 65 54

～

人人

44 83

人

～ ～

35歳

～

0

43歳 以上59歳

人

～

47歳

56歳 60歳44歳 48歳

～

52歳

～

55歳

人

始　期

数値目標

終　期

平成19年4月1日

職員数

計画期間

平成19年4月1日職員数

20歳 20歳

区　分

～

24歳 28歳

未満 31歳27歳

人 人

452

純減数

▲38人

40歳32歳 36歳

平成24年4月1日

427人

32

51歳

普通会計等　　　　　▲38人

公営企業会計　　　　±0人

465人

平成24年4月1日職員数 純減率

▲8.2％

計

年齢別構成比

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

%
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（注）１　計画期間は、１９年～２４年の５年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   

  　　　降現年までの職員増減数の累計を示します。                                              

【７　技能労務職職員の状況】

　(1)　現状（平成20年4月1日現在）

  　① 職種毎の人数、平均年齢、平均給与等及び民間従業員データ

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

320,623

類 似 団 体 （ Ⅰ － １ ） 325,939 316,383

284,679

303,102

4,784

35

国 ―48.9

299,172

京 都 府 425,068 404,345

287,878

361,163

9

498

うち学校給食調理員 303,01352.3

297,171

うち用務員 299,791 298,761

285,720

283,917

25

12

南 丹 市 299,81753.7

区　　分

公　　務　　員

平均給与月額

（Ａ）

平均給与月額

（国ベース）

平均給料月額平均年齢 職員数

△13　（216.7％）

２２年

計

消　防

一般行政

増 減

20年4月1日目標　453人

△5

―

（各年４月１日現在）

職員数

増 減

増 減

38

職員数 342 341

0

0

計

△ 13

―446

79

459

等 会 計 △ 5

教　育

△ 7

職員数

増 減

33

職員数

計画始期

　　　　　　　　　区　　分

部　　門 １年目

２０年 ２１年

増 減 △ 1

72

公 営 企 業 職員数

0

△1

△7

―

―

１９年 　19年～20年

２年目 ３年目

―

54.3

51.3

47.7

（参考）

数値目標
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歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

  　②　給与に関する事項

　　ア　給料表　　一般行政職給料表（国の行政職給料表（一））を適用しています。

　　イ　特殊勤務手当　　技能労務職に係る特殊勤務手当はありません。

  　③　職種毎の年齢別の人数等

　(2)　技能労務職職員に係る基本的な考え方

職員数については、南丹市職員定員適正化計画に基づき、退職者は不補充としています。

職員の退職や休職等によって人員不足となった場合は、期間限定の臨時職員・嘱託職員の任用や民間委託で対応する

こととします。

（注）１　民間データは、「賃金構造基本統計調査」において公表されているデータを使用しています。（平成16～18年の３ヶ年平均）

　　　　　技能労務職の民間比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

　　　 ２　「平均給料月額」とは、平成20年4月1日現在における技能労務職職員の基本給の平均です。

     　 ３　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、通勤手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を　　　　　 

7 10 25

人

1 4 3

人 人 人 人

以上

職員数

人 人 人 人 人 人 人 人

47歳 51歳 55歳 59歳31歳 35歳 39歳 43歳

～ ～ ～

60歳

計
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

44歳 48歳 52歳 56歳28歳 32歳 36歳 40歳

区　分

20歳 20歳 24歳

未満 23歳 27歳

― ―

国 ―

類 似 団 体 （ Ⅰ － １ ） ― ― ―

― ―

3,594,400 1.11

― ―

― ―

京 都 府 ― ― ―

うち給食調理員 調理士 38.8 273,200

―

うち用務員 用務員 53.9 225,900 3,227,400 1.33

南 丹 市 ― ― ―

区　　分

民　　　　　　　間

―

（参考）

対応する民間の

類似職種

平均年齢

平均給与月額

（B）

年収ベース （Ａ）／（Ｂ）

　　　　　合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　　　　　　　　 
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【８　公営企業職員の状況】

　(1)　上水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成20年3月31日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（20年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

    →4(1)～（6）を参照

④定員管理の数値目標及び進捗状況

    →6(3)①②を参照

19年度

21,466

職員給与費　B

（参考）

18年度の総費用に占める

職員給与費比率

給　 料 職員手当

8,258 32,028

総費用に占める

職員給与費比率

B/A

区分

職員数

区分

9.3

千円　　　　　千円 千円

一人当たり給与費

B/A

（参考）

全国市町村平均

一人当たり給与費

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

32,028

千円 千円千円

総費用　A

千円

375,983

純損益又は実質収支

千円

54,761

期末・勤勉手当

千円

　　　　　　Ａ

平　均　年　齢

平均基本給

（給料＋扶養＋地域手当）

8.5

5,338

平均月収額

　　計　　Ｂ

％％

45.5 374,552 571,242

313,914

団 体 平 均

区　　分

南 丹 市

6,874

19年度

39.2 456,938

6 2,304

人
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